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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1の波長λ1の１／４の電気長を有し一端に第１ホッ
ト部を有する第１アンテナと、
　一端から他端に向かって伸びる切り込みを有し、この切り込みによって２分された端部
の一方に第２ホット部、他方にアース部を有し、前記切り込みは第２の使用周波数帯の中
心周波数ｆ2の波長λ2の１／４の電気長である第２アンテナとからなり、
　前記第２アンテナの一端から他端までが第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1の波長λ1
の１／４の電気長を有し、前記第１アンテナと前記第２アンテナとは、互いに反対方向に
伸展するように配置され、共通の不平衡給電線から同時に給電されることによって、波長
λ1の１／２の電気長を有する非対称なダイポールアンテナを構成する、
　ことを特徴とするアンテナ構造。
【請求項２】
　第２の使用周波数帯の中心周波数ｆ2は、第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1の偶数倍
であることを特徴とする請求項１に記載のアンテナ構造。
【請求項３】
　前記第２アンテナは管状の導電体であり、一端の周方向に離間した２箇所から軸方向に
設けられた２つの切り込みを有し、一方の切り込みは第２の使用周波数帯の中心周波数ｆ
2の波長λ2の１／４の電気長であるとともに、他方の切り込みは第２の使用周波数帯の中
心周波数ｆ2と異なる周波数ｆ2’の波長λ2’の１／４の電気長であり、これら２つの切
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り込みにより２分された端部の一方に前記第２ホット部、他方に前記アース部を有するこ
とを特徴とする請求項１または２に記載のアンテナ構造。
【請求項４】
　前記第２アンテナは管状の導電体であり、この内部に前記第１アンテナが収納されるこ
とを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載のアンテナ構造。
【請求項５】
　前記第２アンテナは筐体内に金属メッキを施して形成されていることを特徴とする請求
項１～４のいずれか一項に記載のアンテナ構造。 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯型電話機等の無線通信機におけるアンテナ構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯通信機、特に携帯型電話機においては、その携帯性に考慮し、アンテナ素子に直線
状素子や螺旋状素子を組み合わせ、伸縮自在なように構成したアンテナ装置が広く用いら
れている。
【０００３】
　また、最近では、位置情報サービス等を提供するため、通信用とサービス提供用の異な
る２つの周波数帯を利用可能とし、電波の周波数帯を有効に利用することができるアンテ
ナを構成する必要が生じている。
【０００４】
　２つの周波数帯を利用可能とするために、アンテナエレメントと給電線との間に、異な
る２つの周波数帯に共振する整合回路を配設したアンテナ構造がある（例えば、特許文献
１参照）。
【特許文献１】特開２００１－１８５９３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、整合回路を使用する従来のアンテナ構造では、１つのアンテナで複数の周波数
帯を利用可能とするために、整合回路が複雑となる。また、アンテナ回路が小型の部品で
構成されるため、アンテナ回路全体の帯域幅が狭くなり、その結果、インピーダンスずれ
が大きくなり、不整合損失を増大させることになる。
【０００６】
　さらに、使用周波数が高くなるにつれ、筐体長がその波長に対して無視できなくなり、
筐体側に生じる電流の影響で指向性パターンが劣化するという問題が生じている。
【０００７】
　本発明の課題は、複雑な整合回路を不要としながら複数の周波数帯で通信可能な広帯域
のアンテナ構造を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　以上の課題を解決するため、請求項１に記載の発明は、アンテナ構造であって、例えば
図１～図６に示すように、第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1の波長λ1の１／４の電気
長を有し一端に第１ホット部を有する第１アンテナ（伸縮アンテナ２０）と、一端から他
端に向かって伸びる切り込み（ノッチ３１）を有し、この切り込みによって２分された端
部の一方に第２ホット部、他方にアース部を有し、前記切り込みは第２の使用周波数帯の
中心周波数ｆ2の波長λ2の１／４の電気長である第２アンテナ（ノッチアンテナ３０）と
からなり、前記第２アンテナの一端から他端までが第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1
の波長λ1の１／４の電気長を有し、前記第１アンテナと前記第２アンテナとは、互いに
反対方向に伸展するように配置され、共通の不平衡給電線から同時に給電されることによ
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って、波長λ1の１／２の電気長を有する非対称なダイポールアンテナを構成する、こと
を特徴とする。
【００１２】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載のアンテナ構造であって、第２の使用周波数
帯の中心周波数ｆ2は、第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1の偶数倍であることを特徴と
する。 
【００１３】
　請求項３に記載の発明は、請求項１または２に記載のアンテナ構造であって、前記第２
アンテナは管状の導電体（ノッチパイプ３２）であり、一端の周方向に離間した２箇所か
ら軸方向に設けられた２つの切り込み（ノッチ３３、３４）を有し、一方の切り込み（ノ
ッチ３３）は第２の使用周波数帯の中心周波数ｆ2の波長λ2の１／４の電気長であるとと
もに、他方の切り込み（ノッチ３４）は第２の使用周波数帯の中心周波数ｆ2と異なる周
波数ｆ2’の波長λ2’の１／４の電気長であり、これら２つの切り込みにより２分された
端部の一方に前記第２ホット部、他方に前記アース部を有することを特徴とする。 
【００１５】
　請求項４に記載の発明は、請求項１～３のいずれか一項に記載のアンテナ構造であって
、前記第２アンテナは管状の導電体（ノッチパイプ３２）であり、この内部に前記第１ア
ンテナ（直線状素子２１）が収納されることを特徴とする。 
【００１７】
　請求項５に記載の発明は、請求項１～４のいずれか一項に記載のアンテナ構造であって
、前記第２アンテナは筐体（背面筐体１２）内に金属メッキを施して形成されていること
を特徴とする。 
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、第１の使用周波数帯に対応した第１アンテナと、第２の使用周波数帯
に対応した第２アンテナとからなるアンテナ構造により、異なる２つの周波数帯での通信
が可能となる。
【００２０】
　また、第１アンテナと第２アンテナとが第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1の波長λ1
の１／４の電気長を有し、導通された給電部から反対方向に伸展しているため、第１の使
用周波数帯の中心周波数ｆ1の波長λ1の１／２の電気長を有する非対称なダイポールアン
テナを構成し、アンテナの第１の使用周波数帯における放射効率を向上させ、安定した通
信が可能になる。
【００２１】
　さらに、第２のアンテナを管状とし、一端の周方向に離間した２箇所に、波長λ2の１
／４の電気長の切り込みと、第２の使用周波数帯の中心周波数ｆ2と異なる周波数ｆ2’の
波長λ2’の１／４の電気長の切り込みとを設けることで、周波数ｆ2、ｆ2’に対するノ
ッチアンテナ３０を構成し、第２の周波数帯に対して広帯域化が可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、本発明の第１の実施の形態について詳細に説明する。図１は本実施の形態のアン
テナ構造が適用された携帯型電話機１０の図であり、（ａ）は正面図、（ｂ）は側面図、
（ｃ）は背面図である。図１（ａ）に示すように、携帯型電話機１０は正面筐体１１と背
面筐体１２とを合わせて構成されている。正面筐体１１には、受話器１４、表示装置１５
、入力装置１６、送話機１７等が、上端から下端に向かって順に配置されている。また、
携帯型電話機１０の内部には、図１（ｂ）に示すように、高周波回路１８基板や電池１９
等が内蔵されている。
【００２３】
　本発明のアンテナ構造は、背面筐体１２に内蔵されており、伸縮アンテナ２０と、ノッ
チアンテナ３０と、同軸ケーブル４０とから構成される。
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　伸縮アンテナ２０は、直線状素子２１と、直線状素子２１の上端部分に配設された螺旋
状素子２２とからなる。図１は伸縮アンテナ２０の伸長時を示している。伸長時には、直
線状素子２１はその下端部で背面筐体１２の上部に設けられた固定金具１３に固定され、
かつ電気的に導通するように接続されている。この接続部分が伸縮アンテナ２０の給電部
となる。直線状素子２１は、不使用時にはガイドパイプ２３内に収納されている。ガイド
パイプ２３は、背面筐体１２の内部に上下方向を軸方向として設けられている。
【００２４】
　直線状素子２１の使用時には、螺旋状素子２２は不使用である。直線状素子２１の収納
時には、螺旋状素子２２の下端が固定金具１３と接し、導通する。伸長時には直線状素子
２１がモノポールアンテナとして機能し、収納時には螺旋状素子２２がヘリカルアンテナ
として機能する。なお直線状素子２１と螺旋状素子２２とは同一の電気長である。
【００２５】
　ノッチアンテナ３０は、図１に示すように、平板形状をしており、その上端から切り込
み（ノッチ３１）が設けられている。ノッチアンテナ３０は、例えば背面筐体１２の裏側
に金属メッキすることで形成することができるが、導体板を背面筐体１２の裏側に配置し
て構成してもよい。
【００２６】
　図２はアンテナ構造の給電部近傍を示す斜視図である。固定金具１３は、図２に示すよ
うに、同軸ケーブル４０の内側導体４１と電気的に導通するように接続されている。この
接続部分がノッチアンテナ３０の給電部となる。
【００２７】
　ノッチアンテナ３０のノッチ３１よりも左側部分の上端には、同軸ケーブル４０の内側
導体４１が電気的に導通するように接続されている。ノッチアンテナ３０のノッチ３１よ
りも右側部分には、同軸ケーブル４０の外側導体４２が電気的に導通するように接続され
ている。同軸ケーブル４０の外側導体４２は携帯型電話機１０の筐体内の金属製基板等へ
接地されている。
【００２８】
　同軸ケーブル４０の下端は、図１に示すように、同軸コネクタ４３により、高周波回路
１８基板に接続されている。
【００２９】
　本発明のアンテナ構造では、直線状素子２１及びノッチアンテナ３０を所定の寸法関係
に設定することで、異なる２つの周波数帯を利用可能としている。以下にその寸法関係に
ついて説明する。
【００３０】
　図３は直線状素子２１及びノッチアンテナ３０の寸法関係を示す構成図である。直線状
素子２１の電気長Ｌ1は、１／４・λ1となるように設定している。ここで、λ1は、第１
の使用周波数帯の中心周波数ｆ1の波長であり、λ1＝ｃ／ｆ1である。また、ノッチアン
テナ３０の縦方向の長さＬ2は、１／４・λ1となるように設定している。このため、直線
状素子２１とノッチアンテナ３０とにより、第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1に対す
る１／２・λ1の非対称なダイポールアンテナが構成される。このｆ1用ダイポールアンテ
ナを用いて、使用周波数帯の中心周波数ｆ1における通信を行うことができる。
【００３１】
　一方、ノッチアンテナ３０のノッチ３１の電気長Ｌ3は、１／４・λ2となるように設定
している。ここで、λ2は、第２の使用周波数帯の中心周波数ｆ2の波長であり、λ2＝ｃ
／ｆ2である。このため、ノッチアンテナ３０は使用周波数帯の中心周波数ｆ2に対する電
気長１／４・λ2のノッチアンテナ３０を構成する。このｆ2用ノッチアンテナ３０を用い
て、使用周波数帯の中心周波数ｆ2における通信を行うことができる。
【００３２】
　なお、ｆ2はｆ1の約２倍であり、λ2＝１／２・λ1である。したがって、Ｌ3＝１／８
・λ1、Ｌ1＝Ｌ2＝１／２・λ2となる。このため、ｆ2用ノッチアンテナ３０は周波数帯
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ｆ1にとって非常に高いインピーダンスとなるため、使用周波数帯の中心周波数ｆ1におけ
る通信に影響を受けない。また、ｆ1用ノッチアンテナ３０は周波数帯ｆ2にとって非常に
高いインピーダンスとなるため、使用周波数帯の中心周波数ｆ2における通信に影響を受
けない。
【００３３】
　このようなアンテナ構造を形成することで、第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1用の
ダイポールアンテナと、第２の周波数帯ｆ2用のノッチアンテナ３０とが構成されるため
、従来のような複雑な整合回路が不要となり、アンテナ回路の帯域幅を広くすることがで
き、また不整合損失が生じない。
【００３４】
　また、直線状素子２１とノッチアンテナ３０により非対称のｆ1用ダイポールアンテナ
が構成されるため、筐体内にグラウンドをとる必要がなく、筐体内の他の金属物への高周
波電流を低減することができる。また、モノポールアンテナと比較して良好なアンテナ指
向性が得られる。
【００３５】
　また、電話機使用者の頭部が直線状素子２１側に密着する通話時において、第１の周波
数帯ｆ1で通信するときに、ｆ1用ダイポールアンテナを用いた場合には、直線状素子２１
のみをｆ1用モノポールアンテナとして用いた場合と比較して、アンテナの放射効率の低
下を抑えることができ、安定した通信が可能になる。また、第２の周波数帯ｆ2で通信す
る時にも、ｆ2用ノッチアンテナ３０は人体の影響を抑えることができ、安定した通信が
可能となる。
【００３６】
　次に、本発明の第２の実施の形態について説明する。図４は本実施の形態のアンテナ構
造が適用された携帯型電話機１０の図であり、（ａ）は正面図、（ｂ）は側面図、（ｃ）
は背面図である。本実施の形態が第１の実施の形態と異なる点は、直線状素子２１を不使
用時に収納するガイドパイプ２３に、ノッチアンテナ３０の機能を持たせた点にある。
【００３７】
　ノッチアンテナ３０の機能を有するガイドパイプ（以下、ノッチパイプ３２）は、導電
性物質で構成されている。ノッチパイプ３２は管状であり、背面筐体１２の内部に上下方
向を軸方向として配置されている。また、ノッチパイプ３２には、正面側及び背面側の２
箇所に、上端から下方に向けて、２箇所の切り込み（ノッチ３３、３４）が設けられてい
る。その他の点については第１の実施の形態と同様である。
【００３８】
　ノッチパイプ３２の内部には、不使用時の直線状素子２１が収納される。ノッチパイプ
３２としては、金属製の管を用いることができるが、樹脂製の管に金属メッキしてノッチ
パイプ３２を形成してもよい。
【００３９】
　図５はアンテナ構造の給電部近傍を示す斜視図である。固定金具１３は、図２に示すよ
うに、同軸ケーブル４０の内側導体４１と電気的に導通するように接続されている。また
、図５に示すように、ノッチパイプ３２の２箇所のノッチ３３、３４よりも右側部分の上
端は、固定金具１３と電気的に導通するように接続されている。また、ノッチパイプ３２
の２箇所のノッチ３３、３４よりも左側部分には、同軸ケーブル４０の外側導体４２が電
気的に導通するように接続されている。
【００４０】
　図６は直線状素子２１及びノッチパイプ３２の寸法関係を示す構成図である。直線状素
子２１の電気長Ｌ1は、１／４・λ1となるように設定している。また、ノッチパイプ３２
の縦方向の長さＬ2は、１／４・λ1となるように設定している。このため、直線状素子２
１とノッチパイプ３２とにより、第１の使用周波数帯の中心周波数ｆ1に対する１／２・
λ1の非対称なダイポールアンテナが構成される。このｆ1用ダイポールアンテナを用いて
、使用周波数帯の中心周波数ｆ1における通信を行うことができる。
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　一方、ノッチパイプ３２の２つのノッチ３３、３４は、その電気長が異なっている。一
方のノッチ３３の電気長Ｌ3は、１／４・λ2となるように設定している。他方のノッチ３
４の電気長Ｌ4は、１／４・λ2’となるように設定している。ここで、λ2’は、第２の
使用周波数帯の中心周波数ｆ2より若干高い周波数ｆ2’の波長であり、λ2’＝ｃ／ｆ2’
である。このため、ノッチパイプ３２は第２の使用周波数帯の中心周波数ｆ2に対するノ
ッチアンテナ３０を構成するとともに、中心周波数ｆ2より若干高い周波数ｆ2’に対する
ノッチアンテナ３０を構成し、第２の周波数帯に対して広帯域化が可能となる。
【００４２】
　このようなアンテナ構造を形成することで、第１の実施の形態と同様の効果を得ること
ができる。また、直線状素子２１を収納するガイドパイプ２３にノッチアンテナ３０の機
能を持たせることで、装置を小型にすることができる。
【００４３】
　さらに、円筒状の導体に軸方向に２つのノッチ３３、３４を設けてノッチアンテナ３０
としているため、２つのノッチ３３、３４の電気長を変えて２つの周波数に共振させるこ
とで、第２の周波数帯に対して広帯域化が可能となる。
【００４４】
　なお、以上の実施の形態においては、ｆ2をｆ1の約２倍としたが、本発明はこれに限ら
ず、ｆ2をｆ1の偶数倍としてもよい。また、直線状素子２１と螺旋状素子２２とからなる
伸縮アンテナ２０を用いたが、直線状素子２１または螺旋状素子２２単体からなる固定式
のモノポールアンテナまたはヘリカルアンテナを用いてもよいし、あるいは直線状素子２
１と螺旋状素子２２とを組み合わせて構成してもよい。その他具体的な細部構造について
も適宜変更可能である。
【００４５】
　また、本発明のアンテナ構造は携帯型電話機に限らず、その他の無線通信装置において
も用いることができることはもちろんである。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】本発明のアンテナ構造を適用した携帯型電話機を示す図であり、（ａ）は正面図
、（ｂ）は側面図、（ｃ）は背面図である。
【図２】図１の要部斜視図である。
【図３】本発明のアンテナ構造の寸法関係を示す模式図である。
【図４】本発明のアンテナ構造を適用した携帯型電話機を示す図であり、（ａ）は正面図
、（ｂ）は側面図、（ｃ）は背面図である。
【図５】図４の要部斜視図である
【図６】本発明のアンテナ構造の寸法関係を示す模式図である。
【符号の説明】
【００４７】
１２   背面筐体
２０   伸縮アンテナ
２１   直線状素子
３０   ノッチアンテナ
３１、３３、３４     ノッチ
３２   ノッチパイプ
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